
 

提出日 平成 26年 7月 18日 府省庁名 経済産業省 

（更新日） （平成 27年 4月 3日） 部局課室名 

産業技術環境局研究開発課 

商務情報政策局情報通信機器課 

製造産業局ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ･ 

ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･材料推進室 

81第 2

章 

第 1節 

重点的課題 
新規技術によるエネルギー利用効率の

向上と消費の削減（消費） 
  

重点的取組 
革新的デバイスの開発による効率的エ

ネルギー利用 
  

第 2章 

第 2節 

分野横断技術 ナノテクノロジー   

コア技術 
パワーエレクトロニクス（インバー

タ、モーター等）（１） 
  

H27AP施策番号 ナ・経 09 H26施策番号 エ・経 15 

H27AP提案施策名 

（H26AP施策名） 

次世代パワーエレクトロニクス技術開発プロジェクト 

（H26AP施策名：同上） 

AP施策の新規・継続 継続 
各省施策 

実施期間 
H22年度～H31年度 

研究開発課題の 

公募の有無 
 あり 実施主体 

独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構 

各省施策実施期間中の 

総事業費（概算） 

 

※予算の単位は 

すべて百万円 

数百億円 

H27年度 

概算要求時予算 
2,700 

うち、 

特別会計 
2,700 

うち、 

独法予算 
2,700  

H27年度 

政府予算案 
2,500 

うち、 

特別会計 
2,500 

うち、 

独法予算 
2,500 

H26年度 

施策予算 
4,500 うち、 

特別会計 
4,500 

うち、 

独法予算 
4,500 

１．AP 施策内の個別施策（府省連携等複数の施策から構成される場合）  

個別施策名 
概要及び最終的な 

到達目標・時期 

担当府省/ 

実施主体 
実施期間 

H27予算 

（H26予算） 
総事業費 

H26行政
事業レビ
ュー事業

番号 

1       0478 

２．AP 連携施策等、提案施策に関連する他の施策・事業 

施策番号 関連施策・事業名 担当府省 実施期間 
H27予

算 

     

３．科学技術イノベーション総合戦略 2014 との関係 

第 2章及び工程表に

おける記述 

①第２章 第１節 Ｐ．１３ ２２行目 

②工程表 Ｐ．１４ 新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

SIP施策との関係 

【SIP次世代パワーエレクトロニクス】 

（SIPでは電力変換用、自動車用等の炭化ケイ素、窒化ガリウムに関する基盤的技術（ウエハ、

デバイス、回路、モジュール等）の研究及び将来のパワーエレクトロニクス（新材料、新構造、

新回路、ソフトウェア）に関する革新的研究が行われる。成果については、パワーエレクトロニ

クス機器やアプリケーションを中心に事業化を見据えた研究開発を支援する本事業に、工業的価

値を判断した上で橋渡しを行う。また、成果普及を含めた出口戦略を共同で検討する。） 

第 2章第 2節（分野

横断技術）への提案

の場合、貢献する政

策課題（第 2章第 1

節） 

エネルギー（４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用（超低損失パワーデ 

バイスを活用したシステム化を推進することで電力の有効利用技術の高度化を図り、エネルギー

消費量の大幅削減への寄与に貢献する。） 

第 2章第 3節との関

係 
超低損失を実現する革新的デバイスを PHVや鉄道などに活用したエコ輸送の実現 

平成 27 年度科学技術重要施策アクションプラン（ＡＰ） 個別施策記入様式 
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第 3章の反映 

（施策推進における

工夫点） 

本事業は、重点課題「イノベーションを駆動する」において「②『橋渡し』を担う公的研究機関

等における機能の強化」に合致する事業である。ＮＥＤＯにおいて、適切なステージゲートを設

定し、複数の選択肢に対して並行的に取り組み、有力技術の取捨選択や技術の融合、必要な実施

体制の見直し等を柔軟に行うマネジメントの導入・拡大を図る。 

４．提案施策の実施内容（バックキャストによるありたい社会の姿までの取組）【本項目は１ページ以内に収
めること】 

ありたい社会の姿 

（背景、アウトカム、

課題） 

大幅な省エネ化のためには、電力損失の低減が重要であり、そのためにはパワーエレクトロニ

クスにおけるデバイスの性能向上が有効である。例えば、SiC などの新材料を用いた次世代デバ

イスは、Si の 1/100 の電力損失が見込まれており、2020 年までに次世代デバイスを活用したパ

ワーエレクトロニクスの本格的な事業化が実現すると、置き換えなどによる累計により 235万ト

ンの CO2 削減効果が見込まれる。その後もデバイスやモジュールの低損失化、これらを活用した

パワエレ機器の導入・普及を進めることにより、2030年に 1,511万トンの CO2削減効果が実現で

きる。これにより省エネ技術の国際的牽引がされ、日本の産業競争力強化にも極めて有意義であ

る。 

 

施策の概要 

本事業では、次世代パワーエレクトロニクス産業のキーとなる SiCウェハの安定供給技術、高

耐圧・高信頼なデバイスの製造技術を確立すべく、SiC 等のウェハ及びデバイスの製造技術開発

を行う。具体的には、大口径（6インチ）・高品質 SiCウェハの製造技術や自動車、鉄道等に用い

る数ｋＶ、数百Ａに対応可能な高耐圧、高信頼性を有するデバイスの開発並びにモジュール化に

必要不可欠な高温耐熱性（200～250℃）を持つ周辺部材及びモジュールへのパッケージング技術

開発をこれまで行ってきた。 

これら成果も活用し、SiC パワーデバイスによる応用システム開発として、①産業分野、新エ

ネルギー分野向けに、顧客カスタム要求を満たしつつ、超短納期で低コストの次世代パワーモジ

ュールの開発とこれを実現するエコシステムの構築、②車載電動システムの革新的な効率向上を

実現するために昇圧コンバータ不要 PCU (Power Control Unit) の開発、③鉄道車両の電力変換

器の小型、軽量化を実現するために、世界最高レベルの高出力密度・高耐圧 SiCパワーモジュー

ルの開発を行う。 

また、材料技術、プロセス技術等を駆使することにより、現状の SiCパワーデバイスと耐圧、

電流密度等で同等以上の性能を有する Si-IGBT およびその周辺技術を開発し、新世代の Si-IGBT

技術を確立する。 

 

最終目標 

（アウトプット） 

SiC 等新材料の基盤的技術の早期実用化と引き続いて競争力強化を同時に達成し、パワーエレ

クトロニクス分野における我が国の競争力を不動のものとするため、2020 年までに研究開発成

果による事業を立ち上げる。 

ありたい社会の姿に

向け 

取組むべき事項 

研究開発にはステージゲートを設け、着実に成果が達成されるようマネジメントを行う。 

この上で得られた成果をありたい社会の姿に向けるためには、導入・普及を推進することが重

要であり、そのため、将来の拡大が見込まれる分野を見極めるための出口戦略を SIPと連携して

検討し、省エネ効率を念頭に置いた性能基準を整備し、パワエレ機器の導入・普及を進める。 

国費投入の必要性、 

事業推進の工夫（効率

性・有効性） 

地球温暖化問題での優位性向上、エネルギー源輸入依存度軽減、新エネルギーの普及、産業競争

力強化と、多くの公共的効果が見込まれる。また、大口径 SiCウェハの高品質化・低コスト化が

普及のトリガーであることが確実視される一方で、単独企業では一気に事業化する判断が困難な

状況にあることから、国が関与すべき事業である。 

なお、事業化が近いものについては、補助率を導入し、効率性に努める。 

実施体制 

実施機関：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 

委託：国立大学法人東京大学 

補助：富士電機株式会社、株式会社デンソー、三菱電機株式会社委託事業では事業化を見据えて

取り組むため、共同研究先として民間企業が参画する。また、補助事業においては測定や解析等

の学術的な面から研究開発を支援するため共同研究先として大学が参画する。 

 

なお、NEDOによる効率的な推進に向けた適切な体制の下、定期的な研究開発の進捗管理などを

行う。 

 

府省連携等 

・経済産業省：（アプリケーションを見据えた応用開発を中心に実施。） 

・SIP：（SiC、GaN及び将来のパワエレを支える共通基盤技術、次世代パワーモジュールの応用に

関する基板研究開発を実施。） 

両省含む関係省庁にて出口戦略の検討や成果普及に向けた活動を柔軟かつ戦略的に実施する。 
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H26AP助言内容及び対

応 

（対象施策のみ） 

【助言内容】 

今後は、他施策との連携により、当該技術と併せて付加価値を生み出す取組について検討するこ

とを期待する。 

【対応】 

SIP との連携を通じて、出口戦略の検討や成果普及に向けた活動を踏まえ、研究開発成果が橋渡

しされるよう取り組む。 

５．過去２年間の検証可能な達成目標、取組及び成果 

時期 

目標 

（検証可能で定量的な目

標） 

成果と要因分析 

H25年度末 

（H25対象施策） 

①結晶成長技術 

昇華法について成長速度、

品質及びその安定性を向上

させ、実用的な高速／高品質

6インチウェハ製造技術の目

途を付ける。 

【達成】 

初期成長条件を安定化することで、49mm の長尺成長を実現させたこ

とにより、高品質結晶製造技術の完成度を向上させ、目途を付けた。 

②加工技術 

これまでの 3～4 インチウ

エハに対して行ってきた検

討を元に切断、研磨技術等の

6インチウエハ対応及び基本

的な一貫加工プロセス行程

の構築を推進する。 

【達成】 

切断技術開発、研磨加工技術、研削加工の開発、CMP加工の各要素加

工技術の成果を統合し、6インチインウェハの一貫加工工程の実験検

証に着手した。 

③エピタキシャル膜成長技

術 

4インチ対応高速実証炉を

用いて均一性、表面欠陥密度

等のエピ膜特性の向上を図

る。 

【達成】 

成長速度 100μm/h以上でウェハ前面が鏡面となる条件を見いだし、

エピ欠陥密度が 2 個/cm2 未満に抑えられていることをなどエピ膜の

品質は比較的良好であることを確認した。 

④高耐圧デバイス技術 

3kV 級 MOSFET の 15mΩcm2

以下への低オン抵抗化を図

り、低損失の 3kV 級大容量

MOSFETを試作する。また、MV

級フル SiC 電力変換器の設

計を行う。 

【達成】 

④ 高耐圧デバイス技術 

トレンチ MOSFET を試作し、耐圧 3.3kV でオン抵抗が 15mΩcm2 を達

成する見通しを得た。また、MV 級フル SiC 電力変換器の設計を行っ

た。 

⑤高耐熱部品統合パワーモ

ジュール化技術開発 

実装情報に基づき開発し

た部品開発を実装評価し、評

価をフィードバックした更

なる実装部品を開発し、評価

を行い、最終レベル仕様の部

品を開発する。 

【達成】 

最終レベル仕様の部品を開発し、部品単体の性能に関して技術目標

を達成した。 

H26年度末 

（H26対象施策） 

①結晶成長技術 

昇華法において、転位密度 1

×103 個／cm2 以下の結晶を

実現する。 

【達成】 

6インチ径にて昇華法により転位密度 1,000個／cm2以下の高品質ウ

ェハを実現した。 

②加工技術 

6インチ結晶を対象に、切断

速度：300μm／分以上、同

時切断枚数 10 枚以上、切

り代 250μm 以下を実現す

る。 

【達成】 

6インチ結晶にて、速度 300μm／分、同時切断 10枚、切り代 190μ

mを達成した。 

③エピタキシャル膜成長技

術 

口径：6インチ、処理枚数：

3枚以上のエピタキシャル膜

に対し、均一度：厚さ±5%、

【達成】 

同時処理枚数 3枚において、均一性 ±2.8%、ドーピング濃度 ±6.4%、

エピ成長起因の表面欠陥密度 0.22個／cm2 を実現した。 
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ドーピング濃度：±10%、エピ

成長起因の表面欠陥密度：

0.5個／cm2以下を実現する。 

④高耐圧デバイス技術 

耐圧：3kV以上で特性オン抵

抗：15mΩcm2 以下の高耐圧

MOSFETを実現する。また、別

途開発した MOSFET を用いた

MVA級電力変換器を試作して

電力損失が Si 変換器の 50%

以下であることを実証する。 

【達成】 

耐圧 3.8kV、特性オン抵抗 8.3mΩ･cm2 を達成した。また、MOSFETを

用いて、3.3kV、1,500Aの電力変換器を作製し、Si-IGBT電力変換器

に対して 55%の損失低減を実証した。 

⑤高耐熱部品統合パワーモ

ジュール化技術開発 

接合温度 225℃以上で動作す

る SiC 素子の近傍に開発し

た受動部品を配置したモジ

ュールを試作し、部品間相互

の影響を検証する。 

【達成】 

左記目標を達成した。 

応用開発を実施するに当た

って、研究開発チームを編成

し、事業を開始する。 

【達成】 

応用開発テーマを公募し、3件の提案を採択、研究開発チームを 3チ

ーム編成し、事業を開始した。 

６．今後３年間の検証可能な達成目標及び取組予定 

時期 
目標 

（検証可能で定量的な目

標） 
達成に向けた取組予定 

H27年度末 

1 

前年度に開発した高耐

圧 Pin ダイオードを改

良し、耐圧 3kV級を目指

す。 

低欠陥ウェハ技術、スケーリング技術、3次元化等の新構造化技術等

の要素技術開発と実証を進める。 

2 
インバータ等の原理実

証を行う。 

インバータ等の原理検証と並行して、必要な材料、設計技術、実装技

術等の開発に向けた要素技術開発に取り組む。 

H28年度末 

1 

研究開発計画確定によ

り決定 
現在、調整中 2 

3 

H29年度末 

1 

研究開発計画確定によ

り決定 
現在、調整中 2 

3 

【参考】関係する計画、通知等 【参考】添付資料 

○日本再興戦略（平成 25年 6月） 

○科学技術イノベーション総合戦略（平成 25年 6月） 

○世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成 25年 6月） 

○第 4期科学技術基本計画（平成 23年 8月） 

○エネルギー基本計画（平成 22年 6月） 

① PR資料 

②  

③ 
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提出日 平成 26年 7月 18日 府省庁名 経済産業省 

（更新日） （平成 27年 4月 3日） 部局課室名 
製造産業局 

非鉄金属課 

第 2章 

第 1節 

重点的課題 
新規技術によるエネルギー利用効率の

向上と消費の削減（消費） 
  

重点的取組 
（４）革新的デバイスの開発による効

率的エネルギー利用 
  

第 2章 

第 2節 

分野横断技術 ナノテクノロジー   

コア技術 
（５）新たな社会ニーズに応える次世

代デバイス・システムの開発 
  

H27AP施策番号 ナ・経 03 H26施策番号 エ・経 30 

H27AP提案施策名 

（H26AP施策名） 

次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発 

（H26AP施策名：次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発） 

AP施策の新規・継続 継続 
各省施策 

実施期間 
H24年度～H34年度 

研究開発課題の 

公募の有無 
なし 実施主体 

次世代自動車向け高効率モーター

用磁性材料技術研究組合 

各省施策実施期間中の 

総事業費（概算） 

 

※予算の単位は 

すべて百万円 

数百億円 

H27年度 

概算要求時予算 
2,600  

うち、 

特別会計 
2,600 

うち、 

独法予算 
2,600  

H27年度 

政府予算案 
2,500 

うち、 

特別会計 
2,500 

うち、 

独法予算 
2,500 

H26年度 

施策予算 
3,000 

うち、 

特別会計 
3,000 

うち、 

独法予算 
3,000 

  

  
担当府省/ 

実施主体 
実施期間 

H27予算 

（H26予算） 
総事業費 

H26行政
事業レビ
ュー事業

番号 

1       
0436、新

26-0062 

２．AP 連携施策等、提案施策に関連する他の施策・事業 

施策番号 関連施策・事業名 担当府省 実施期間 
H27予

算 

ナ・経 04 希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト 
経済産業

省 

H19年度～H27

年度 
435 

ナ・文 04 希少元素によらない新規高性能永久磁石材料の研究開発 

文部科学

省/大学

等 

H24年度～H33

年度 

2,050

百万円

の内数 

３．科学技術イノベーション総合戦略 2014 との関係 

第 2章及び工程表に

おける記述 

①本文  

第２章 第１節 １７ページ １１行目 2020 年までに現在の磁石よりも強い高性能新規磁石の

実現とエネルギー効率の高い省エネ型モーターを実現 

第２章 第２節 ５２ページ ７行目 エネルギー効率の高い省エネ型モーターの実現 

②工程表 １５ページ 

SIP施策との関係 - 

第 2章第 2節（分野

横断技術）への提案

の場合、貢献する政

策課題（第 2章第 1

節） 

①エネルギー（４）：エネルギー消費量の大幅削減（2022 年までにエネルギー損失を 25％削減す

るモーターの開発を目指す（国内電力消費量の約 2.5%を削減 ）） 

第 2章第 3節との関

係 
- 

平成 27 年度科学技術重要施策アクションプラン（ＡＰ） 個別施策記入様式 
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第 3章の反映 

（施策推進における

工夫点） 

本事業は、重点課題「イノベーションを結実させる」内の「①新規事業に取り組む企業の活性化」

の内容に合致する事業である。従来であれば、個別課題毎に別の組織（技術研究組合やコンソー

シアム等）をたてて、それぞれが独立して研究開発を行うが、本事業では、異なる、競合する技

術に係る研究開発を一つの組合の中で行うことができる。磁石の性能向上という共通の目標に対

して、同じ評価軸で比較検証・進捗管理をすることができ、異なる技術間での競争を促す最適な

研究体制を構築している。 
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４．提案施策の実施内容（バックキャストによるありたい社会の姿までの取組）【本項目は１ページ以内に収
めること】 

ありたい社会の姿 

（背景、アウトカム、

課題） 

・次世代自動車の普及目標は 2030 年度に新車販売台数の 70%（次世代自動車戦略 2010）とされ
ており、当該プロジェクトで開発する新型磁性体及びモーターを、自動車用駆動モーター等へ展
開することにより、エネルギー損失の大幅な削減と、ＣＯ２排出量削減等の省エネ化が期待され
る。本事業では、新規磁石・軟磁性材料によるモーター設計により 2022年までにエネルギー損失
を 25％削減するモーターの開発を目指す（国内電力消費量の約 2.5%を削減 ）。また、同時に我が
国の産業競争力の強化とジスプロシウムやレアアース等の希少金属削減を達成することにより
資源リスクの低減も図る。高効率モーターへのシフトと共に拡大する磁性材料市場において、
2030 年までに新たな 3000 億円の市場を獲得。そのときの高効率モーターの市場規模は約 1 兆円
と推察される。その結果年間電力削減量は 241 億 KWh、年間 CO2 削減量は 786 万トンと試算され
る。 

施策の概要 

・モーターの消費電力削減に向け既存レアアース添加型磁石の性能を上回る性能を保ちつつ、レ

アアースを使用せずに 2倍の磁力(最大エネルギー積)を持つ革新的なレアアースフリー高性能磁

石等を開発する。またモーターを小型高効率化するため、内部エネルギー損失を低減するための

高効率軟磁性体(鉄芯）の技術開発とモーター全体の設計見直しを行う。 

最終目標 

（アウトプット） 

①新規高性能磁石の開発 
（ⅰ）ジスプロシウムを使わないネオジム磁石の高性能化技術開発 
現在の耐熱性ジスプロシウム含有ネオジム焼結磁石の 1.5 倍の最大エネルギー積「180℃におい
て 38MGOe」を持つジスプロシウムを使わないネオジム磁石の製造技術の確立。（H28年度末） 
（ⅱ）ネオジム焼結磁石を超える新磁石の開発 
現在の耐熱性ジスプロシウム含有ネオジム焼結磁石の 2 倍の最大エネルギー積「180℃において
50MGOe」を持つ「安定供給が不安視されているレアアース元素」を使わない高性能新磁石の基盤
技術の確立。（H33 年度末） 
②次世代高効率モーター用高性能軟磁性材料の開発 
磁気特性が「Bs1.6T以上」「400Hz・１Tにおける損失 3W/kg台」を両立する“Fe基ナノ結晶軟磁
性材料”の実用化製造技術の確立。モーターを試作することによる省エネ化の実証。（H28 年度
末） 
③高効率モーターの開発 
開発磁性材料を用いた、損失を 25%削減するモーターの開発。（H33 年度末） 
④共通基盤調査・技術 

①（ⅱ）および③の成果を事業化するための特許戦略の策定。ネオジム磁石の 180℃近辺の温度

域での保磁力発生・低下に関する現象の解明。（H33 年度末） 

ありたい社会の姿に

向け 

取組むべき事項 

事業戦略と一体となった国際標準化を進め諸外国に先んじて国際標準を獲得するため、特に車載

（自動車）に特化したモーターに使用する磁石の「磁力の測定法」やモード燃費を意識した「モ

ーターの測定法」についての調査研究を行う検討を始めている。 

国費投入の必要性、 

事業推進の工夫（効率

性・有効性） 

・本事業は高い技術的ハードルおよび大きな非連続性を有しているため、国が主導して広く、産

官学の実施者を組織して行う必要があり、文部科学省と連携し、基礎基盤から実用化を見据えた

磁性材料の研究を実施。 

・重希土類元素供給の不安定化・枯渇などによる既存磁石メーカーの生産減・利潤減から来る研

究開発体力の低下や希土類元素全体の投機的高騰などを考慮して、国家的な観点からの戦略的投

資が不可欠。 

・当該事業は、競合関係にある社も含む９企業１独法１団体が協力して実施しており、知財管理

ルールを明確化し公平に運用することが求められるため、国が関与し推進する体制を構築グルー

プ内での知財の優先実施ルール等も決めることにより、重複を排除し効率的に実施している。 

実施体制 

・本事業は①磁石材料、②軟磁性材料、③モーター設計の事業で大きな世界シェア等を持ってい

る企業法人、研究機関が一体で研究開発を遂行するため技術研究組合を組織して実施する。 

基盤計測・評価や共通の低温焼結技術開発などの基盤的課題は、各々の組織の研究員が同じ場所

で情報共有を行いながら研究開発を行うスタイルの集中研と個々の①磁性材料・②軟磁性材料開

発、③両技術を集積しモーター設計を行う３領域をそれぞれの分散型拠点で開発を行う体制で研

究開発を実施する。また、それぞれの分散型拠点ではその分野で知見の深い大学とも連携するこ

とで研究開発を加速させる。さらに集中研と分散型拠点は密に連携し、分散型拠点も適宜最適に

組み合わせることにより、個々の磁石開発を競争させながら、産学官の力を集結し効率的な研究

開発を実施する。なお、平成 26年度より NEDOに移管して実施中。 

府省連携等 

【責任省庁：経済産業省】 

・経済産業省：次世代の高効率モーターの試作を目的とし、我が国が圧倒的な強みを持つ永久磁

石材料や軟磁性材料の開発を行い、これらを組み合わせて革新的なモーター設計を実施。 

・文部科学省： 磁石の性能に与える元素の役割を基礎物理に遡って解明することにより、現在の

最高性能を有する希土類（レアアース）永久磁石と同等の性能を有する磁石を、希少元素を用い

ることなく作製することを目指す。 

 
79



 
 

  

・「ガバニングボード」等において両省のプロジェクト間の緊密な連携（成果の実用化に向けた研

究開発、産業界の課題に対する科学的深堀り、知的財産・研究設備の活用促進等）を確保し、基

礎から実用化まで一気通貫の研究開発を推進し、全体最適の視点によるより効果的な開発を図る 

H26AP助言内容及び対

応 

（対象施策のみ） 

平成 26年度 AP施策特定各省ヒアリングにおいて「デバイス開発にとどまらず、出口に向けた実

装化、システム化を進める取り組みを検討し、今後の対応方針を示すこと」とご指摘いただいた。

本事業では、モーターの製造メーカーに加え、ユーザーである自動車メーカーも技術組合に参画

し、ユーザーの意見も反映できる体制のもと、実用化を見据えた事業実施を行っているところ。 
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５．過去２年間の検証可能な達成目標、取組及び成果 

時期 

目標 

（検証可能で定量的な目

標） 

成果と要因分析 

H25年度末 

（H25対象施策） 

＜新規高性能磁石の開発＞ 

・ナノ結晶粒ネオジム焼結

磁石開発 

・Dy フリー高 Br・高保磁力

を有する NdFeB 異方性 HDDR

磁石開発 

・窒化鉄ナノ粒子のバルク

体化技術研究開発 

・ナノ複相組織制御磁石の

研究開発 

・FeNi 超格子磁石材料の研

究開発 

【達成】 

・サブミクロン粒径の粉末作製と Dyフリーネオジム磁石の高保持

力化。 

・原料組成、水素圧力制御等の最適化による高配向化。 

・ナノレベルの微細構造構築及び制御・磁気特性評価によるバルク

体化プロセス開発。 

・硬磁性相に軟磁性相等をナノレベルで複合化させた磁石につい

て、モデル材料系での原理検証・評価技術確立等を達成。 

・化合物還元法による FeNi超格子磁石材料作製。 

＜高性能軟磁性材料の開発

＞ 

・高 Bs ナノ結晶軟磁性材料

の開発 

【達成】 

・高 Bs・高形成能組成開発で目標磁気特性を達成。超急冷粉末アト

マイズプロセス等に関し、装置導入と基礎検討実施。 

＜高効率モーターの開発＞ 

・次世代モーター・磁性特性

評価技術開発 

・応力を考慮したモーター

設計・評価技術の研究開発 

【達成】 

・磁石減磁評価試験技術、超高精度モーター損失分析評価装置開

発、新規磁性材料の IPMモーターへの適用技術開発等を実施。 

・軟磁性材料及び永久磁石の応力下の磁気特性計測方式開発。 

＜共通基盤調査・技術＞ 

・特許・技術動向調査 

・共通基盤技術の開発 

【達成】 

・特許調査、技術動向調査を実施し、図書館機能システムの共用を

開始。 

・低温高密度焼結実験等を行い、各種磁性材料の統一的な特性評価

を実施。 

H26年度末 

（H26対象施策） 

＜新規高性能磁石の開発＞ 

・現在の Dy 含有ネオジム焼

結磁石の 1.25 倍の最大エネ

ギー積「 180℃において

32MGOe」を持つ Dy を使わな

いネオジム磁石の製造技術

確立。 

・現在の Dy 含有ネオジム焼

結磁石の２倍の最大エネル

ギー積「 180℃において

50MGOe」を持つ安定供給が不

安視されているレアアース

元素を使わない高性能新磁

石群の可能性提示。 

 

【達成】 

・結晶粒径微細化により保磁力の温度特性を改善させることに成

功。 

・高 Br化技術に取組み、新 d-HDDR処理技術の各パラメータの最適

化を図った。 

・窒化鉄ナノ粒子を凝集させないための分散については、目標とす

る一次粒子均一分散性を獲得。 

・理想組織形態のモデル化および材料指針構築を行い、原理計算で

目標値の最大エネルギー積をもつナノ複相組織制御磁石の可能性を

明確化。 

・FeNi超格子粉末の合成手法の課題が Fe/Ni組成ずれと規則化であ

ることを明確にし、組成ずれについては目処を達成。 

＜高性能軟磁性材料の開発

＞ 

・Bs1.6T 以上、400Hz･1T に

おける損失 3W/kg 台の Fe 基

ナノ結晶軟磁性材料の実用

化製造技術確立の見通し取

得とモーターとしての省エ

ネ化検証。 

 

【達成】 

・高飽和磁束密度／高形成能を両立する合金で、ガス－水急冷アトマ

イズ装置および超高圧水－水急冷アトマイズ装置を使用し、非晶質

粉末を作製。 

＜高効率モーターの開発＞ 

・エネルギー損失 25%削減

のための高効率モーター設

計課題抽出と基本設計指針

提示。 

 

【達成】 

・超高精度モータ損失分析評価装置及び大容量モータ特性評価装置

を導入し、所定の精度及び運転範囲のモーター特性評価可能な体制

を確立。 

・新規軟磁性材料に対応した応力下軟磁性材料特性評価装置の性能
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を既存軟磁性箔帯材料を使用して実証。 

＜共通基盤調査・技術＞ 

・特許・技術動向調査を行

い、開発方針策定に反映。 

・新規磁性粒子・粉末の焼結

性向上のための表面処理技

術開発。 

 

【達成】 

・国内検索特許に関し、解析軸からの特許からみた技術傾向分析の追

加調査を実施し、３ヶ年の結果を総合し、取り纏めと提言を実施。 

・各分室で開発された磁性粒子を、粒子の磁気特性を維持したまま９

０％以上の相対密度を持つ成形体にする技術を開発。 

６．今後３年間の検証可能な達成目標及び取組予定 

時期 
目標 

（検証可能で定量的な目

標） 
達成に向けた取組予定 

H27年度末 

1 

H28 年度目標達成に向

けた中間目標を設定。 

＜新規高性能磁石の開発＞ 

 

・原料粉末の希土類リッチ相の分散均一化、焼結磁石に含まれる酸素

量・炭素量の低減。 

・原料、条件、組織の最適化による高 Br化技術開発。 

・窒化鉄粉末のバルク化時の挙動確認。 

・モデル材料の交換結合状態の定量的評価によるナノ複相組織制御

磁石の理論的裏づけ実施。 

・電気化学還元法と原子挿入・脱離法による基本合成条件の明確化。 

2 

＜高性能軟磁性材料の開発＞ 

 

・ガス-水急冷アトマイズ装置の規模拡大と超高圧水アトマイズの最

適粉末作製条件の導出。 

3 

＜高効率モーターの開発＞ 

 

・減磁分布測定手法及び解析手法高度化の為の課題抽出。 

・新規軟磁性材料を対象に応力を考慮した磁気特性評価結果を反映

した電磁界解析を行い、モーター設計実施。 

4 

＜共通基盤調査・技術＞ 

 

・平成 25年以降の国内特許精読・重要度分類、一部の海外特許調査。 

・複合場を利用した急冷溶解技術、低温高密度焼結技術の実用化に向

けた取り組み。 

H28年度末 

1 

＜新規高性能磁石の開

発＞ 

現在の Dy 含有ネオジム

焼結磁石に対して 

・180℃で 1.5 倍の最大

エネルギー積（38MGOe）

を持つ Dｙフリーネオ

ジム磁石の製造技術の

確立 

・180℃で 2 倍の最大エ

ネルギー積（50MGOe）を

持つ安定供給可能な元

素を用いた高性能新磁

石群の開発課題抽出と

基本材料設計指針の提

示 

H27年度の取組のを更に高度化することにより、目標達成を目指す。 

2 

＜高性能軟磁性材料の

開発＞ 

・Bs1.6T以上、400Hz･１

T における損失３W/kg

台の Fe 基ナノ結晶軟磁

性材料の実用化製造技

術確立。 

・モーター試作による

省エネ化実証 

H27年度の取組のを更に高度化することにより、目標達成を目指す。 
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3 

＜高効率モーターの開

発＞ 

・高効率モーターの試

作・評価によるエネルギ

ー損失 25%削減の見通

し取得。 

H27年度の取組のを更に高度化することにより、目標達成を目指す。 

4 

＜共通基盤調査・技術＞ 

・各成果を事業化する

ための特許戦略の策定。 

・モーターに使用した

磁石の磁気特性変化等

解明とモーター最適設

計への反映。 

H27年度の取組のを更に高度化することにより、目標達成を目指す。 

H29年度末  

H28 年度の中間評価を

踏まえて設定。 

H28年度の中間評価を踏まえて設定。 

【参考】関係する計画、通知等 【参考】添付資料 

・省エネルギー技術戦略２０１１（平成２３年３月）  
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提出日 平成 26年 7月 18日 府省庁名 経済産業省 

（更新日） （平成 27年 4月 3日） 部局課室名 製造産業局非鉄金属課 

第 2章 

第 1節 

重点的課題 
新規技術によるエネルギー利用効率の

向上と消費の削減(消費) 
  

重点的取組 
(４)革新的デバイスの開発による効率

的エネルギー利用 
  

第 2章 

第 2節 

分野横断技術 ナノテクノロジー   

コア技術 (５)新たな機能を実現する材料の開発   

H27AP施策番号 ナ・経 04 H26施策番号 エ・経 37 

H27AP提案施策名 

（H26AP施策名） 

希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト 
（H26AP施策名：希少金属代替材料開発プロジェクト） 

AP施策の新規・継続 継続 
各省施策 

実施期間 
H19年度～H27年度 

研究開発課題の 

公募の有無 
あり 実施主体 

（独）新エネルギー・産業技術

総合開発機構 

各省施策実施期間中の 

総事業費（概算） 

 

※予算の単位は 

すべて百万円 

数百億円 

H27年度 

概算要求時予算 
435  

うち、 

特別会計 
435 

うち、 

独法予算 
435  

H27年度 

政府予算案 
435 

うち、 

特別会計 
435 

うち、 

独法予算 
435 

H26年度 

施策予算 
520 

うち、 

特別会計 
520 

うち、 

独法予算 
 520 

１．AP 施策内の個別施策（府省連携等複数の施策から構成される場合）  

個別施策名 
概要及び最終的な 

到達目標・時期 

担当府省/ 

実施主体 
実施期間 

H27予算 

（H26予算） 
総事業費 

H26行政
事業レビ
ュー事業

番号 

1       
0016、新

26-0061 

２．AP 連携施策等、提案施策に関連する他の施策・事業 

施策番号 関連施策・事業名 担当府省 実施期間 
H27予

算 

ナ・経 03 
次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術
開発（本施策の成果の社会実装の観点から連携） 

経済産業省 
H24年度～
H33年度 

2,500 

ナ・文 04 希少元素によらない新規高性能永久磁石材料の研究開発 
文部科学省/

大学等 

H24年度～
H33年度 

2,050
百万円
の内数 

３．科学技術イノベーション総合戦略 2014 との関係 

第 2章及び工程表に

おける記述 

科学技術イノベーション総合戦略２０１４ 

本文１６ページ （４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

・２０２０年までに新材料等を用いた次世代パワーエレクトロニクスの本格的な事業化を実現 

工程表１５ページ エネルギー（４） 

・希少金属代替材料の技術開発 

本文５１ページ（４）新たな社会ニーズに応える次世代デバイス・システムの開発 

・エネルギー効率の高い省エネ型モーターの実現 

工程表１０７ページ 分野横断（４） 

SIP施策との関係 - 

第 2章第 2節（分野

横断技術）への提案

の場合、貢献する政

策課題（第 2章第 1

節） 

エネルギー（４）：革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

分野横断 （４）：新たな社会ニーズに応える次世代デバイス・システムの開発 

希少金属代替材料の技術開発を行うことで、高効率な新型モーター等機器への応用が広がり、

平成 27 年度科学技術重要施策アクションプラン（ＡＰ） 個別施策記入様式 
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エネルギー消費量の大幅削減に寄与する。 

第 2章第 3節との関

係 
- 

第 3章の反映 

（施策推進における

工夫点） 

本事業は、重点課題「イノベーションシステムを駆動する」内の「②｢橋渡し｣を担う公的研究機

関等における機能の強化」の内容に合致する事業である。本事業では、ＮＥＤＯにおいて大幅に

権限を付与されたプロジェクト管理を行う人材の下で、各事業テーマ毎に中間評価を課す等、マ

ルチな活用を想定した基盤技術として確立するため必要な実施体制の見直し等柔軟なマネジメ

ントを行っている。 

４．提案施策の実施内容（バックキャストによるありたい社会の姿までの取組）【本項目は１ページ以内に収
めること】 

ありたい社会の姿 

（背景、アウトカム、

課題） 

特定の用途において極めて高い機能を有する希少金属は、高品質、高機能、高信頼性等を強みと

する我が国製造業に不可欠であり、今後も、情報家電、電池、モーター等の産業分野における需

要の拡大が見込まれる。 

一方で、その希少性、地域偏在性等から市場メカニズムが有効に機能せず、輸出制限等により、

我が国の経済に大きな影響を与えることが懸念されている。よって我が国の中・長期的な資源セ

キュリティーの観点から、対象機器の生産性を落とすことなく、希少金属への依存度を下げるた

めの代替・使用量低減技術を開発することが必要である。 

 本プロジェクトの目標が達成された場合、我が国の産業競争力の強化とジスプロシウムやレア

アース等の希少金属削減を達成することにより資源リスクの低減が図られる。具体的には２０２

０年には、現在流通している超硬工具や自動車用触媒等の製品中に使用されている希少鉱物のう

ち地域偏在性の高い鉱種、特に希少性が高い鉱種（例えばタングステンや白金族等）についての

削減、フリー化を進める。２０３０年には、将来的に需要増が見込まれる製品（燃料電池や太陽

電池等新エネ機器）に使用されている鉱種（ランタンやイットリウム、ゲルマニウム等）を対象

にして削減、フリー化を進め、中長期的にも安定した需給構造を目指している。 

施策の概要 

本事業では、国内外における希少金属等のリスク調査を実施すると共に、金属組織の粒径制御、

配向制御、分散性の制御等を行うことによる、希少金属等の代替もしくはその使用量を大幅に低

減するための基盤技術を開発する。また、成果目標はラボレベルでの低減量を定め到達度を評価

するもの。また補助では委託事業での成果を実際の事業に適用する技術開発を支援（タングステ

ン・白金族） 

最終目標 

（アウトプット） 

最終目標では、希少金属元素の使用原単位について現状と比較して製造コスト、性能が犠牲とな

らない低減が見込まれる数値とした技術精度評価を毎年度実施し、需給動向、技術動向や進捗状

況等に応じて目標値の見直しを含めた制度の拡充・縮小等見直しを迅速に行っている。 

＜削減目標の一例＞ 

・自動車排ガス浄化触媒に利用される Pt（白金）族の 50％低減。 

・太陽電池用の波長変換膜や蛍光体に利用されるＹ（イットリウム）の代替または 50％低減。 

・光ファイバーケーブルに利用される Ge（ゲルマニウム）の 30％低減。 

ありたい社会の姿に

向け取組むべき事項 

地域偏在製の高い鉱種または希少性が特に高い鉱種について、希少金属の機能を豊富に存在する

資源に代替する技術、もしくはその使用量を大幅に削減する基盤技術を開発する。 

各研究成果の評価を行うにあたっては、社会・経済の情勢変化、波及効果等を評価基準とした『「希

少金属代替材料開発プロジェクト」に係る評価項目・評価基準』を制定、進捗管理を行っている。。

また、開発技術の実用化、普及を加速するために平成２４年度より導入補助制度を設けている。 

国費投入の必要性、 

事業推進の工夫（効率

性・有効性） 

特にカントリーリスクが高く、かつ我が国の産業競争力の維持、向上において重要な鉱種につい

ては、我が国の中・長期的な資源セキュリティーの観点から、国主導で開発することが必要であ

る。事業推進効率性については、委託により基盤技術を開発し、補助により事業実現を支援して

いる。有効性については、事業開始時に中間目標及び最終目標を設けることで確保している。 

実施体制 

産学官を基本構成として、各ＰＪは５～６の組織で取り組んでいる。プロジェクトの全体運営は、

研究開発と普及に関する専門性を有するＮＥＤＯがマネジメントを行っている。案件は公募によ

って採択。各鉱種は用途も別であるため、個々の独立した課題として実施している。一方、対象

とする鉱種を選定するにあたっては、ＮＥＤＯが隔年で実施している希少金属に係る調査をもと

に、地域偏在性、希少性、用途、緊急性等を判断し優先度の高い鉱種から順に削減等に関する研
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究開発を行っている。よって、鉱種の選定、開発の仕組についての一貫した体制となっている。

ちなみに実施体制には、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ち寄り意見交換等を行う場

として技術検討委員会の設置がされている。 

府省連携等 

【責任省庁：経産省】 

文部科学省との連携：これまで約１０年間にわたり元素戦略/希少金属代替材料開発合同戦略会

議・合同シンポジウムを実施し、定期的に事業方向性・テーマ等について意見・情報交換を行い

成果の展開や問題解決のための協力等をしている。経済産業省では、我が国の産業に大きく影響

する優先度の高い鉱種から削減・代替技術開発テーマを実施、文部科学省の「元素戦略プロジェ

クト」では、これまでジスプロシウムを用いない鉄・ネオジム・ボロン系磁石やインジウムを用

いない二酸化チタン透明導電膜等の基本原理に関する開発を行う等レアアースの機能を解明し、

ありふれた元素に置換するような基盤的な研究テーマを実施し、全体最適の視点により役割分担

しつつ連携している。 

H26AP助言内容及び対

応（対象施策のみ） 

平成 26 年 AP 施策特定各省ヒアリングにおいて、「シナジー効果を創出する連携を検討し、対応

方針を示すこと」とご指摘頂いた。文科省の元素戦略 PJと元素戦略/希少金属代替材料開発合同

戦略会議・合同シンポジウムを実施し、定期的に事業方向性・テーマ等について意見・情報交換

をしている。 

５．過去２年間の検証可能な達成目標、取組及び成果 

時期 

目標 

（検証可能で定量的な目

標） 

成果と要因分析 

H25年度末 

（H25対象施策） 

① Pt（白金）:50％低減（排

ガス浄化向け触媒用） 
左記目標を達成。 

② Tb（テルビウム）・Eu（ユ

ーロピウム）：80％低減

（蛍光体用） 

70％低減を達成。実施期間中の事業環境の変化により、開発の方向性

と研究開発項目を見直したため。 

③ Bi（ビスマス）：34％低減

材料の開発（鉛フリーは

んだ用） 

34％低減させた材料開発を達成。計画通り進捗。 

④ La（ランタン）、Ga（ガリ

ウム）、Ta（タンタル）：

代替（振動子用） 

Laは代替を達成。Gaは 50％低減、Taについては代替材料選定済み。 

 

⑤ Sb（アンチモン）：50%以

上を低減（難燃剤用） 
低減率 50％達成。計画通り進捗。 

H26年度末 

（H26対象施策） 

① Pt（白金）族：50％低減

触媒の実用化（排ガス浄

化触媒用） 

Ag-Pd 触媒の開発により、Pt 族 50％低減した触媒の試作を達成。ユ

ーザー評価実施。計画通り進捗。 

② Nd（ネオジウム）、Dy（ジ

スプロシウム）：代替（自

動車用モーター用） 

左記目標達成。 

③ W（タングステン）、Co（コ

バルト）：代替材料の実

用化（超硬工具材料用） 

TiNによる WC代替材料を開発。計画通り進捗。 

④蛍光体用レアアース 

（ Y（イットリウム）、Ｅu（ユ

ウロピウム））:代替または

50％低減材料の実用化（蛍光

体用） 

母材をシリカに変更することで、Eu50％、Y80％低減を達成。また、

母材をゼオライト変更することで、代替を達成。計画通り進捗。 

⑤Bi（ビスマス）：34％低減材

料を用いた量産開発（鉛フリ

ーはんだ用） 

左記目標達成。ユーザー評価実施。 

⑥ La（ランタン）、Ga（ガリ

ウム）、Ta（タンタル）：代替

（振動子用） 

La、Taは代替、Gaは 50％低減を達成し、自動制御による結晶育成に

成功。各種特性評価を実施。 

⑦ Sb（アンチモン）：50%以

上低減材料の実用化（難燃剤

用） 

左記目標達成。ユーザー評価実施。 

６．今後３年間の検証可能な達成目標及び取組予定 
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時期 
目標 

（検証可能で定量的な目

標） 
達成に向けた取組予定 

H27年度末 

1 

Pt（白金）族：50％低減

触媒の実用化（排ガス浄

化触媒用） 

実用化に向けて圧力損失を低減すべく、コーティング法の改良を実

施。量産条件の最適化にも取り組む。 

2 

蛍光体用レアアース 

（ Y（イットリウム）、

Ｅu（ユウロピウム））:

代替または 50％低減材

料の実用化（蛍光体用）。 

母材をシリカに代替した材料については、太陽電池へ応用すべく、耐

久性及び効率向上に取り組む。また、母材をゼオライトに代替した材

料については、白色 LED に応用するため、温度特性と熱劣化性の向

上に取り組む。 

3 

   Nd（ネオジウム）、Dy

（ジスプロシウム）：代

替（自動車用モーター

用） 

モーター効率等、性能向上に取り組む。 

4 

W（タングステン）、Co（コ

バルト）：代替材料の実

用化（超硬工具材料用） 

 

実用化に向け、従来品と同等の性能となるよう、破壊靱性の向上に取

り組む。 

【参考】関係する計画、通知等 【参考】添付資料 

 

①  

②  

③ 
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提出日 平成 26年 7月 18日 府省庁名 文部科学省 

（更新日） （平成 27年 4月 7日） 部局課室名 

研究振興局参事官 

（ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・物質・材料担当）

付 

第 2章 

第 1節 

重点的課題 
新規技術によるエネルギー利用効率の

向上と消費の削減（消費） 
  

重点的取組 
（４）革新的デバイスの開発による効

率的エネルギー利用 
  

第 2章 

第 2節 

分野横断技術 ナノテクノロジー   

コア技術 
パワーエレクトロニクス（インバータ

ー、モーター等）（２） 
  

H27AP施策番号 ナ・文 04 H26施策番号  

H27AP提案施策名 

（H26AP施策名） 
希少元素によらない新規高性能永久磁石材料の研究開発 

AP施策の新規・継続 新規・継続 
各省施策 

実施期間 
H24年度～H33年度 

研究開発課題の 

公募の有無 
あり・なし 実施主体 

独立行政法人物質・材料研究機

構 

各省施策実施期間中の 

総事業費（概算） 

 

※予算の単位は 

すべて百万円 

約 20億円 

の内数 

 

×10年 

H27年度 

概算要求時予算 

2,902百

万円 

の内数 

うち、 

特別会計 
 

うち、 

独法予算 
 

H27年度 

政府予算案 

2,050百

万円 

の内数 

うち、 

特別会計 
 

うち、 

独法予算 
 

H26年度 

施策予算 

2,019百

万円 

の内数 

うち、 

特別会計 
 

うち、 

独法予算 
 

１．AP 施策内の個別施策（府省連携等複数の施策から構成される場合）  

個別施策名 
概要及び最終的な 

到達目標・時期 

担当府省/ 

実施主体 
実施期間 

H27予算 

（H26予算） 
総事業費 

H26行政
事業レビ
ュー事業

番号 

1 

元素戦略プロ

ジェクト＜研

究拠点形成型

＞ 

我が国の産業競争力強化

に不可欠である革新的な

希少元素代替材料（磁石

材料、触媒・電池材料、

電子材料、構造材料）を

開発するため、物質中の

元素機能の理論的解明か

ら、新材料の創製、特性

評価までを密接な連携・

協働の下で一体的に推進

する。 

文部科学省/ 

独立行政法人物

質・材料研究機

構 

H24-H33 

2,050百万

円 

の内数 

（2,019百

万円の内

数） 

約 20億円 

の内数 

 

×10年 

0259 

２．AP 連携施策等、提案施策に関連する他の施策・事業 

施策番号 関連施策・事業名 担当府省 実施期間 
H27予

算 

ナ・経 03 次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発 
経済産業

省 
H24-H33 

2,500

百万円 

ナ・経 04 希少金属代替省エネ材料研究開発プロジェクト 
経済産業

省 
H19－H27 

435百

万円 

平成 27 年度科学技術重要施策アクションプラン（ＡＰ） 個別施策記入様式 
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３．科学技術イノベーション総合戦略 2014 との関係 

第 2章及び工程表に

おける記述 

①本文第２章 第２節 ５２ページ 

（４）新たな社会ニーズに応える次世代デバイス・システムの開発 

①コア技術 

政策課題解決における産業競争力強化策を実現するためのコア技術として、エネルギ 

ー変換デバイスや超低消費電力パワーデバイス、希少元素使用量を大幅に低減させたモ 

ーターなど、省エネルギーを実現する「パワーエレクトロニクス」や、バイオセンサや 

マイクロセンサなど生体情報を集め健康長寿を支える「高機能センシングデバイス」等 

の開発を推進する。 

 

本文第２章 第１節 １６ページ  

（４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

①取組の内容 

この取組では、モーターや情報機器等の消費電力を大幅に低減する超低損失パワーデバイス

（ＳｉＣ、ＧａＮ等）、超低消費電力半導体デバイス（三次元半導体、不揮発性素子等）、光デ

バイス等の研究開発及びシステム化を推進し、電力の有効利用技術の高度化を図るとともに、

当該技術の運輸・産業・民生部門機器への適用を拡大することで、エネルギー消費量の大幅削

減に寄与する。 

 

 

②工程表 １０７ページ 

 希少金属代替材料の技術開発 

 

SIP施策との関係  

第 2章第 2節（分野

横断技術）への提案

の場合、貢献する政

策課題（第 2章第 1

節） 

エネルギー（４）：革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 
 

本文第２章 第１節 １６ページ【再掲】  

（４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

①取組の内容 

この取組では、モーターや情報機器等の消費電力を大幅に低減する超低損失パワーデバイス

（ＳｉＣ、ＧａＮ等）、超低消費電力半導体デバイス（三次元半導体、不揮発性素子等）、光デ

バイス等の研究開発及びシステム化を推進し、電力の有効利用技術の高度化を図るとともに、

当該技術の運輸・産業・民生部門機器への適用を拡大することで、エネルギー消費量の大幅削

減に寄与する。 

 

第 2章第 3節との関

係 
 

第 3章の反映 

（施策推進における

工夫点） 

イノベーションを駆動する 

③研究推進体制の強化 

 

電子論・材料創製・解析評価の３グループを設定。代表研究者に加え、企画マネージャーを配置

することにより、これらを一体的に推進する体制を構築している。 
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４．提案施策の実施内容（バックキャストによるありたい社会の姿までの取組）【本項目は１ページ以内に収
めること】 

ありたい社会の姿 

（背景、アウトカム、

課題） 

レアアース等の希少元素を輸入に頼る我が国は、世界的な需要の急増や資源国の輸出管理政策

により、深刻な供給不足に直面する危険性を抱えている。希少元素は、ハイブリッド自動車のモ

ーターに用いられる高性能磁石などの先端産業を支える部材等に不可欠であることから、本プロ

ジェクトにより、我が国の資源制約を克服することで、希少元素を用いない代替材料の創製を推

進する。これにより希少元素の市場動向や調達リスクの影響を排除した魅力ある製品を提供し続

ける産業活動へ貢献する。 

そのためには、磁石のミクロ組織・ナノ組織の性能に与える影響をナノ構造解析・電子構造解

析・階層構造解析を行い、特性発現の指導原理を獲得し高性能化を達成する。 

施策の概要 

磁石の性能に与える元素の役割を基礎物理に遡って解明し、代替元素の探索、もしくは、希少元

素を用いずに特性を向上する指針を得、それに基づき希少金属フリーの高性能磁石の創製を目指

す。これまでに、結晶粒の微細化と結晶粒界のナノ構造制御による特性向上が可能なことを確認

した。今後、本手法の原理解明を通した限界点の見極めと、新規物質の探索を並行して進め、特

性向上メカニズムに基づく構成の磁石の創製を目指す。 

最終目標 

（アウトプット） 

2017年度目処に資源調達リスクの高い重希土類元素を用いず 180℃の高温環境下で駆動可能な磁

石の創製、及び、耐熱性向上指導原理を獲得する。現状、必要耐熱性を得るために必要な希少金

属量 8wt%に対して 3年間の成果として、4wt%程度の特性発現まで実現できている。今後、同様の

特性向上を見込むと 2017 年度に 8wt%を達成できる。そこから諸特性評価・信頼性に関わる評価

などを行い実装に貢献する。 

ありたい社会の姿に

向け 

取組むべき事項 

「ガバニングボード」で経産省プロジェクトと連携し、産業界の課題に対する科学的深掘りをし

ながら、シーズとなる研究成果を受け渡す事で速やかに実用化につなげるとともに、研究加速の

ためにマネジメントレベルで研究者間の連携が取りやすい体制作りを進める。 

知財に関しては JST の知財 PO と連携し情報を収集し、研究者と共有しつつ有望な技術に関して

は積極的に特許化を行う。得られた成果を積極的に論文・学会などで公表することで研究の方向

性のトレンドを誘導し研究の方向性を主導する。 

国費投入の必要性、 

事業推進の工夫（効率

性・有効性） 

レアメタルやレアアース等の希少元素の供給を輸入に頼る我が国は、世界的な需要の急増や資源

国の輸出管理政策によって深刻な供給不足に直面する危険性を抱えており、国として対応すべき

事項である。 

実施体制 

代表研究者の強力なリーダーシップの下、物質の機能を支配する元素の役割の理論的解明から新

材料の創製、特性評価までを、拠点である物質・材料研究機構を中核として形成する共同研究組

織の連携・協働によって一体的に推進。電子論・材料創製・解析評価の３グループを一体的に推

進することで、自然体では協働が進みにくい分野での強力な連携を図る。H27年度は特に中性子・

放射光等の先端解析技術を駆使した電子構造・ナノ組織・階層構造の情報を得る事で、高性能化

の指導原理の詳細に迫る研究を進める。 

府省連携等 

【責任省庁：経済産業省】 

・文部科学省： 磁石の性能に与える元素の役割を基礎物理に遡って解明することにより、現在の

最高性能を有する希土類（レアアース）永久磁石と同等の性能を有する磁石を、希少元素を用い

ることなく作成することを目指す。 

・経済産業省：次世代の高効率モーターの試作を目的とし、我が国が圧倒的な強みを持つ永久磁

石材料や軟磁性材料の開発を行い、これらを組み合わせ得ることで革新的なモーター設計を実

施。 

・「ガバニングボード」でプロジェクト間の緊密な連携（成果の実用化に向けた研究開発、産業界

の課題に対する科学的深堀り、知的財産・研究設備の活用促進等）を確保し、原理解明からモー

ター開発まで、全体最適の視点による効果的な研究開発等について検討。 

H26AP助言内容及び対

応 

（対象施策のみ） 

（助言内容） 

希少元素の代替だけでなく、代替元素の精製、リサイクルにも目を向けることが重要。 

（対応） 

文部科学省としてもリサイクルは重要と認識しており、東北大学を中核とした産学官連携の拠点

を構築し、希少元素の回収・再生技術の高度化による元素循環の実現に向けた研究開発を行って

いるところ。引き続き、当該取組を推進して参りたい。 
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５．過去２年間の検証可能な達成目標、取組及び成果 

時期 

目標 

（検証可能で定量的な目

標） 

成果と要因分析 

H25年度末 

（H25対象施策） 

Dy 4wt %含有磁石相当の保

磁力を、Dyフリー磁石で実現 
【達成・未達成】 

－ 【達成・未達成】 

－ 【達成・未達成】 

H26年度末 

（H26対象施策） 

Dy 8wt %含有磁石相当の保

磁力を、Dyフリー磁石で実現 

【達成・未達成】粒界構造の最適化等の研究開発を推進し、左記目標

の達成に向けて着実に進捗。 

 【達成・未達成】 

 【達成・未達成】 

６．今後３年間の検証可能な達成目標及び取組予定 

時期 
目標 

（検証可能で定量的な目

標） 
達成に向けた取組予定 

H27年度末 

1 

Dy 8wt %含有磁石相当

の保磁力を、Dy フリー

磁石で実現 

粒界相の磁性制御、粒界・界面構造最適化、保磁力低下要因の排除 

2   

3   

H28年度末 

1 

Dy 8wt %含有磁石相当

の保磁力を、Dy フリー

磁石で実現 

粒界相の磁性制御、粒界・界面構造最適化、保磁力低下要因の排除 

2   

3   

H29年度末 

1 
ラボ試料の実用化に向

けた研究の展開 

計算状態図を駆使したプロセスデザイン、計測を駆使した PDCAサイ

クルによる最適化 

2   

3   

【参考】関係する計画、通知等 【参考】添付資料 

  

①  

②  

③ 
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